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１. はじめに 

2023年 12月、日本製鉄㈱（2024年粗鋼生産量世界 4位1。以下、日本製鉄）は U.S.スチール（2024

年粗鋼生産量世界 29位、米国内 3位2）の買収について発表した。日本製鉄はこの買収の戦略的意

義として、収益力の向上を目指し「米国および世界の高級鋼に対する需要の高まりへの対応力を強

化」することを挙げるとともに、両社はカーボンニュートラルの実現という共通の目標を掲げてお

り、脱炭素化の革新技術の開発を協業し「脱炭素化と持続可能な社会の実現に向けて、世界の鉄鋼

業界をリード」することを挙げている3。 

その後 2025 年 1 月米国の前バイデン大統領は、本買収が米国の国家安全保障を害することとな

るとし、取引禁止の行政命令を発した4。これに対し、同月日本製鉄と U.S.スチールは、本買収に

関する前バイデン大統領令および CFIUS（対米外国投資委員会）の審査無効を求める訴訟を提起す

るとともに、米国鉄鋼メーカーのクリーブランド・クリフス（2024 年粗鋼生産量世界 23 位、米国

内 2位5）等に対し共謀して行った違法行為に対する訴訟も提起した6。また、同月クリーブランド・

クリフスが米国鉄鋼メーカーのニューコア（2024年粗鋼生産量世界 16位、米国内 1位7）と連携し、

U.S.スチールを買収する可能性があると報じられた8。 

更に同年 4 月米国トランプ大統領は、1 月に発せられた行政命令に追加的措置を講じることが適

切か否かの判断材料とするため、日本製鉄の U.S.スチール買収計画について CFIUS に審査を指示

した9。その後米国トランプ大統領は CFIUS の審査結果を踏まえ、日本製鉄と U.S.スチールのパー

トナーシップを承認することとなり、同年 6 月 13 日両社は米国政府と国家安全保障協定を締結した。

この協定では日本製鉄が 2028 年までに U.S.スチールへ約 110 億ドルの投資を行うことに加え、買収後

の U.S.スチールのガバナンスや米国内での生産、通商等に関するコミットメントも定められた10。協定

締結後、同年 6月 18日、日本製鉄は U.S.スチールの買収を行い、その後 U.S.スチールが米国政府へ黄

金株を発行する手続きを経て、両社のパートナーシップが成立する運びとなった11。 

本稿ではまず日米鉄鋼業の低炭素化、脱炭素化（以下、低・脱炭素化）の取組み状況を整理、考察す

る。次いでこれを踏まえ日本製鉄、U.S.スチール両社がパートナーシップに基づきシナジー効果を見込

む低・脱炭素化の革新技術の開発について考察する。 
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２. 鉄鋼業の CO2排出 

2015年第 21回気候変動枠組条約締結国会議、COP21において、「世界の気温上昇を産業革命前と

比べて 2 度より十分低く保ち、1.5 度に抑える努力をする」、いわゆるパリ協定を採択した。その

後、2021 年 COP26 において、2050 年カーボンニュートラル、温室効果ガスの排出を実質ゼロにす

べく、関係各国は方向性を合意した。 

これに対し日本は 2030年度 46％削減、2035年度 60％削減、2040年度 73％削減（2013年度比）、

米国は 2030 年 50～52％削減、2035 年 61～66％削減（2005 年比）とそれぞれ中間目標を定め、両

国とも 2050年までに脱炭素化を実現すべく、低・脱炭素化に取組んでいる12。ただし、米国はトラ

ンプ政権下において 2026 年１月にはパリ協定からの離脱が見込まれており13、この目標が無効とな

る可能性に留意する必要がある。 

現状、主な温室効果ガスである CO2の排出量は、関係各国がそれぞれ目標を定め低・脱炭素化に

努めているにもかかわらず、産業革命以降の増加傾向は変わらず、2024 年においても世界全体で

376億トン（以下、t）であり、減少傾向は見受けられない14。また、鉄鋼業は CO2排出量のうち全

体の約 7％、最終消費セクションの約 14％を占め、世界で CO2を最も多く排出する産業である（2023

年）15。 

鉄鋼業における CO2排出は、主に自然界にある鉄鉱石を炭素により酸化還元する、いわゆる炭素

還元製鉄の生産プロセスに起因する。このため鉄鋼業は、既存の炭素還元製鉄から低・脱炭素化を

可能とする生産プロセスへの転換に迫られている。製鉄の製造工程のうち、主に粗鋼生産までの工

程で CO2が発生することから、まず世界の粗鋼生産量の状況を確認する。世界の年間粗鋼生産量は、

1950 年約 2 億 t であったが、世界の人口増加、経済成長にあわせて 2004 年に 10 億 t、更に 2011

年に 15 億 t を超え、2021 年約 20 億 t をピークに 2022 年～2024 年も約 18～19 億 t と堅調に推移

している16。2024年の国別の粗鋼生産量では、中国 1,005百万 t、インド 149 百万 t、日本 84百万

t、米国 80百万 tの順となっている17。 

日米鉄鋼業は、生産規模では鉄鋼生産大国となった中国、更なる生産拡大が見込まれるインドに

劣後するも、日米両国で依然世界の粗鋼生産の約 9％を占めている18。両国鉄鋼メーカーは、自動車

産業等の需要家や社会的な要請もあり、近代製鉄発祥以降これまで培った製鉄技術を基に生き残り

をかけ、低・脱炭素化のための生産プロセス転換の技術開発に鎬を削っている状況にある。以下、

日米鉄鋼業の低・脱炭素化の取組みについて、生産プロセスを踏まえつつ、各鉄鋼メーカーの対応

状況を整理し考察する。 

 

３. 日米鉄鋼業の低・脱炭素化の取組み 

（１）日本 

日本の粗鋼生産量は、1970 年に 0.9億 tを超え、以降 2021年までの間、景気動向に左右される

ことはあるものの、内需の後退局面には輸出により生産設備の稼働率を確保する対応も図り、概ね

0.9 億 t～1.2 億 t19の生産規模を維持してきた。2022 年～2024 年は、中国の鋼材輸出が１億 t20を

超える規模となっており、その余波から日本の粗鋼生産は 0.8 億 t 台21に落ち込んでいる。中国に

おいては、国内景気後退により鋼材需要が低迷するも、各鉄鋼メーカーは生産能力維持のため高水

準の生産を継続せざるを得ず、大量の余剰鋼材を輸出している。これに対し中国政府は、過剰生産
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能力を適正化する施策を講じるも、いまだ十分な効果が表れていない状況にある。 

日本の鋼材輸出入の状況であるが、2020年～2024年の鋼材生産量は平均 80百万 tであり、その

うち鋼材輸出は平均 32 百万 t である。つまり、鋼材生産の約 60％は内需向けで消費されるが約

40％は外需向けとなっている22。 

このような状況下、米国は日本からの鉄鋼製品に対する輸入関税について、前バイデン政権下で

は特例措置として適用除外品目となっていたが、2025 年 3 月トランプ政権はこの特例措置の継続

を認めず 25％の関税を課すこととなった23。更に同年 6 月、関税率を 25％追加し 50％に引き上げ

た24。日本の鉄鋼業において、米国への直接鋼材輸出量は約 1百万 t25の規模であり関税による生産

への影響は限定的と推測されるが、内需の約 2 割を占める自動車26に対する米国の追加関税の影響

は深刻であり、この状況如何によっては年間粗鋼生産量が 80 百万 t を割り込むことも見込まれて

いる27。 

今後の生産需給の状況であるが、これまでの経済成長にともなう鋼材供給により国内の鋼材保有

量は国民一人当たり約 12t28（2023年度末)と相当程度蓄積されている。また、人口動態についても

少子化にともない人口減が進むことも見込まれており29、内需の拡大は期待できない。一方、外需

も中国における鋼材生産能力の適正化が進展するまでの間、輸出鋼材における製品と原材料の市況

価格差、いわゆる販売マージンは低水準30が続くことが見通されている。このことから当面の間、

従来型の内需低迷を外需により補完することも困難な状況が見込まれる。 

このような状況において、日本の各鉄鋼メーカーは、低・脱炭素化への対応に加え、国内需要漸

減に柔軟に対応できる生産プロセスへの転換が必要となる。 

日本の粗鋼生産における生産プロセスは転炉 74％、電炉 26％である31（2024年）。現状の日本の

鉄鋼部門による CO2 排出量の 90％以上は、高炉メーカーにより排出されていることから32、以下、

高炉 3社の低・脱炭素化の取組みについて現状を整理し考察する。高炉各社は、日本の CO2排出量

削減目標にあわせて 2030 年 CO2排出量 30％削減（2013年度比）を中間目標とし、2050年でのカー

ボンニュートラルの実現に向け従来の炭素還元製鉄、高炉－転炉法から生産プロセスを転換し低・

脱炭素化を図っている33。 

第一に電炉法への転換、いわゆる電炉化への対応である。 

高炉 3社は既に各社とも高炉を廃止、電炉化を実施する方針を決定、検討している。日本製鉄は

九州製鉄所八幡地区戸畑第 4号高炉を、JFEスチール㈱（2024年粗鋼生産量世界 14位34。以下、JFE

スチール）は西日本製鉄所倉敷地区第 2号高炉の電炉化を実施し、㈱神戸製鋼所（以下、神戸製鋼

所）も加古川製鉄所のいずれかの高炉の電炉化を検討するとしている35。これまでも内需減少の見

通しを踏まえ、生産拠点、設備の統廃合を行ってきたが、これにより 2023 年 3月末には 21基であ

った国内高炉の稼働数は、検討中の神戸製鉄所の高炉の電炉化も実施されると 15 基まで減少する

ことが見込まれている36。 

電炉化のメリットとして、高炉－転炉法では CO2排出量が約 2.0t/粗鋼 tであるのに対し、スク

ラップ－電炉法の CO2 排出量が約 0.5t/粗鋼 t であることから、生産プロセス転換による低炭素化

が見込まれる37。加えて、電炉の主な CO2 排出要因は溶解用の電力によるものであり、発電部門の

脱炭素化の進展にあわせて脱炭素化の実現も視野に入ってくる。また、高炉は生産量変動への弾力

性に乏しいこともあり、急な停機、再稼働を可能とする電炉へ転換することで今後の需要増減に対
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し、よりフレキシブルな生産調整を行うことが可能となる。 

一方、電炉化においては 2 つの技術課題を抱えている。1 つ目は電炉の原料となるスクラップに

不純物が混ざりやすく自動車向け等の高級鋼材の製造が困難であること、2 つ目は既存電炉の炉容

（炉の体積）が高炉に比べ小さく生産性が低いことである。これら品質確保と生産性向上の課題に

対し、大型電炉を用いて高級鋼製造を可能とするべく、技術開発に取組んでいる。具体的に日本製

鉄、JFE スチールでは、電炉での高級鋼製造に向け原料のすべてをスクラップとせず一部を直接還

元炉にて製造された還元鉄とすることにより、一定の品質を確保する。加えて、日本製鉄では高効

率脱リン・脱窒素技術の開発を、JFE スチールでは高着熱バーナーや高速溶解技術、誘導予熱等の

革新技術の確立を図り、まず品質確保の課題の解消を実現する。その後炉容の大型化を図り、それ

ぞれ JFE スチールは 2028 年度より、日本製鉄は 2030 年度までの実機化を目指している38。神戸製

鋼所は、還元鉄を高効率で溶解し高級鋼を製造できる大型革新電炉への転換を検討しており、早け

れば 2025年度には方針を決定し 2030年代での電炉化を企図している39。 

このように高炉各社は、電炉化に向けた技術課題への対応を進めているが自社のみで解決できな

い課題も抱えている。脱炭素電源による安価安定的な供給電力の確保である。そもそも電炉は高炉

に比べアークによる溶解のために多量の電力が必要となる。また、従来の高炉‐転炉法の場合、コ

ークス製造、高炉、転炉の各工程で発生する副生ガス（CO）を燃料に製鉄所内で火力発電を行い、

製鉄所外からの供給電力の購入量を抑えることができていた。しかしながら、電炉化後は概ねすべ

ての使用電力を外部供給に頼らざるを得ない。このため電炉化には、単なる高炉と電炉の設備使用

電力の差以上に電力供給の確保が必要となる。その規模は大きく JFEスチールでは西日本製鉄所倉

敷地区の電炉化にともない原子力発電所 0.5 基分の電源が必要と試算している40。この規模の電力

供給量の増加には従来の送電網では対応できず、電力グリッドの増強対応も必要となる41。また、

電炉操業には出力が安定した電力が必要であり、JFE スチールでは同じ脱炭素電源だとしても太陽

光、風力の再生可能エネルギー電源では気候により出力が変動するため安価で安定的な供給電力の

確保は厳しく、原子力発電の拡充の必要性を訴えている42。今後、政府および電力会社と協議、連

携のうえ、供給電力の確保に向けた対応を検討する必要がある。 

第二に高炉の還元材の炭素から水素への置換、いわゆる高炉水素活用への対応である。 

日本製鉄では高炉水素還元の技術開発を進めており、東日本製鉄所君津地区の水素還元試験炉

（炉容 12m3）で鉄鉱石の還元材としてコークス、炭素に加え、加熱した水素を使用して CO2を削減

する取組みを 2022 年 5 月より実施している。試験炉において既存の炭素還元製鉄に対し CO2 排出

量を 2022年 22％、2023年 33％、2024年 12月にはこれまでの世界最高水準を更新する 43％削減を

確認するに至っている。原料である鉄鉱石を酸化還元する際、炭素還元は発熱反応であるが水素還

元は吸熱反応であり、溶融しにくい技術課題を抱えている。この課題に対し加熱水素利用時の炉内

の熱バランスを改善し、CO2排出量 43％削減を実現した43。更に CO2排出量を 50％以上削減する技

術開発を進め、2026年からは試験炉の約 400倍の炉容である大型高炉、君津地区第 2高炉での実機

実証を開始する。その後、実証結果を踏まえ 2030 年までに製鉄所内発生の水素を使用した高炉水

素活用の実用化を、2040 年頃までには製鉄所外からの水素を使用した同技術の確立を目指してい

る44。 

これら高炉での水素活用では、低炭素化は進展するも脱炭素化までは至らないため、あわせて止
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む無く発生する CO2について CCS（Carbon Capture and Storage：CO2回収・貯留）の対応が必要

となる。CCS実施に向け、2023年 GX推進法に基づき GX推進戦略（脱炭素成長型経済構造移行推進

戦略）が閣議決定され45、2024年 CO2の貯留事業に関する法律が成立した。この流れに則り、政府

は 2023 年度より CO2 の分離・回収から輸送、貯留までのバリューチェーン全体を一体的に支援す

る「先進的 CCS 事業」を推進している。本事業では 2030 年までに CO2 年間貯留量 600～1,200万 t

の確保に目処をつけることを目指しており、これに向け国内 5件、アジア大洋州地域 4件で約 2,000

万 t/年の CO2貯留を目標としたプロジェクトを 9案件選定した46。このうち日本製鉄および JFEス

チールは 5案件に参画し、製鉄所で発生した CO2を船舶およびパイプラインにより輸送し、各地で

貯留すべく、現在 2024 年より 3 カ年計画で基本設計作業等を進めている。具体的には日本製鉄は

九州製鉄所大分地区、東日本製鉄所君津地区、名古屋製鉄所の発生 CO2を日本海側東北地方、首都

圏、大洋州での貯留を、JFE スチールは東京湾臨海コンビナート、瀬戸内地域の製鉄産業の発生 CO2

をマレーシアマレー半島沖北部、同サラワク沖での貯留を目指している47。 

第三に水素還元製鉄への対応である。 

水素還元製鉄は、還元材を炭素から 100％水素へ置換することにより還元鉄製造時の脱炭素化を

実現し、かつリサイクル法であるスクラップ－電炉法と違い、世界人口の増加および経済成長にと

もない必要となる鋼材保有量、蓄積量の増加に資する還元鉄を製造できることから、グリーン水素、

ブルー水素といった脱炭素水素の確保が必要ではあるものの、目指すべき生産プロセスである。 

この実現に向け、日本製鉄は縦型シャフト炉、いわゆる直接還元炉での水素還元による還元鉄製

造を目指している。具体的には縦型の炉の上部より鉄鉱石（Fe2O3）を投入し、下部より加熱水素

（H）を吹き込み、還元反応後に上部より水蒸気（H2O）を、下部より固形の還元鉄（Fe）を取り出

す。この実用化に向けこれまで研究施設の試験炉において時間当たり還元鉄 25kg 製造の試験を行

ってきた。今後、2025年秋に時間当たり還元鉄 1t製造の小型試験炉での試験を開始し、2027年度

に更に大型試験炉での開発を進め、2040年頃の実機化を見据えている48。これら水素還元製鉄によ

って製造された還元鉄は、前述の電炉化後の大型電炉や水素を活用する高炉において原料として使

用することにより、更なる低炭素化効果も見込まれることから、早期の実用化が望まれる。 

水素還元製鉄の実用化には、水素直接還元炉の実機化対応に加え、大きく 2 つの課題がある。1

つ目は製造された還元鉄が高炉と違い固体であるため、溶解工程の追加が必要となり生産性が低下

すること、2つ目は既存の直接還元技術では、原料使用が世界の鉄鉱石供給量の 10％以下である高

品位鉄鉱石に限られ、コスト増加が見込まれることである。これら生産性の低下、コスト増加の影

響をミニマイズする対応も並行して進めている。具体的には連続操業かつ大容量により生産性を確

保し、あわせて不純物除去能力を持ち高炉同様に低品位原料使用を可能としつつ、品質、コスト競

争力を維持できる大型電気溶融炉（メルター）の開発であり、こちらは 2030 年までの実機化技術

の確立を目指している49。 

他方、JFE スチール、神戸製鋼所は海外にて、将来の水素転換も視野に入れた天然ガス直接還元

炉による還元鉄製造プロジェクトの検討を進めている。これらプロジェクトは、いずれも還元材と

なる天然ガスの安価安定的な供給が見込まれる中東地域を生産拠点として選定している。具体的に

は JFEスチールはアラブ首長国連邦にて伊藤忠商事㈱と現地鉄鋼メーカー等とともに、神戸製鋼所

はオマーンにて三井物産㈱と現地行政機関とともに、日本国内での使用分も含め低炭素還元鉄を生
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産する。また、神戸製鋼所は自社エンジニアリング部門において水素転換も可能な天然ガス直接還

元炉、MIDREXプロセスを保有しており、この設備を導入して将来的に生産量を拡大させていくこと

も視野に入れつつ、まずは年産 500万 tの還元鉄製造を検討している50。 

（２）米国 

米国の粗鋼生産量は産業革命後、1900年には既に英国を抜いて世界 1位の生産規模となり、1970

年旧ソビエト連邦にその座を明け渡すまでその地位を維持していた。その後 1973 年 1.4 億 t でピ

ークを迎え、減少に転じ 1982年 1.0億 tを割り込むも、以降現在に至るまで概ね 0.7億 t～1.0億

tの生産規模を維持している。また、2024年の生産プロセスは転炉 28％、電炉 72％である51。 

米国と日本はともに 1970 年から約半世紀にわたり同水準の粗鋼生産規模を維持してきたが、両

国の鋼材需給の状況は大きく違っている。米国は自国内の供給で需要を賄うことができず、鋼材輸

入国である。2020 年～2024 年では国内鋼材使用量平均 90 百万 t/年に対し、鋼材輸入量は平均 26

百万 t/年であり、内需の約 30％を輸入に頼っている52。2024 年の輸入相手先国、地域は、カナダ

6.6 百万 t、ブラジル 4.5 百万 t、EU4.3 百万 t、メキシコ 3.5 百万 t、韓国 2.8 百万 t、ベトナム

1.4百万 t、日本 1.2百万 t、台湾 1.0百万 t、中国 0.5百万 tの順であり、これらで輸入全体の約

90％を占めている53。また、鋼材需要に影響を及ぼす人口動態であるが、こちらも日本および他の

主要先進国とは大きく異なっている。米国は先進国でありながら、移民政策の影響もあり依然とし

て人口は当面の間、増加が見通されており54、今後も自動車用等の高級鋼材需要の伸長が見込まれ

ている。このような状況の下、米国の各鉄鋼メーカーは、低・脱炭素化への対応に加え、拡大する

国内需要に対応しつつ、高品質、高付加価値の鋼材製造を可能とする生産プロセスへの転換が必要

となる。 

まず鉄鋼業の低・脱炭素化に向けた政策を整理する。 

2022年 8月、前バイデン政権下で「インフレ抑制法（IRA）」が成立した。IRAでは歳出 4,990億

ドルのうち、約 8割を気候変動対策が占める。鉄鋼業の低・脱炭素化に資する IRAの施策としては、

①大気汚染削減のための設備導入への税額控除、②原子力発電、クリーン水素などの製造に関する

税額控除制度新設、③CCS 関連施設への既存税額控除額の拡充などが挙げられる。また、鉄鋼業の

主要な需要家である自動車産業に関しては、電気自動車購入にともなう税額控除を行うこととなっ

た55。現在、トランプ政権下では IRA見直しの動きもあり56、その動向を注視する必要がある。 

現状、米国における CO2排出量のうち産業部門は 30％を占めている。産業部門のうち化学 20％、

石油精製 17％、鉄鋼 7％、食料 6％、セメント 2％で約 5割の CO2を排出している57（2020年）。こ

のような状況を踏まえ、米国でのカーボンニュートラルの実現には、産業部門の低・脱炭素化を計

画的に実施する必要があり、政府は 2022年 9月「産業部門脱炭素化ロードマップ」を発表した。 

ロードマップでは、脱炭素化が必要な産業を鉄鋼、化学、食品と飲料、石油精製、セメントの 5

つの分野に定め、各産業で CO2 排出量削減のため①エネルギー効率化、②産業の電化、③LCFFES

（Low-Carbon Fuels, Feedstocks, and Energy Sources：低炭素燃料・原料・エネルギー源への転

換）、④CCUS（Carbon Capture, Utilization and Storage:CO2回収・利用・貯留）の 4つの変革を

推進すべく、2050年までの道程を示した58。鉄鋼分野においては、2050年までに鋼材生産量 12％増

加を見通すも、鉄鋼業の温室効果ガス排出量はニア・ゼロを見込んでいる。温室効果ガス削減の 2/3

以上は、エネルギー効率化、低炭素、無炭素原材料への切替え、電化により実現する。あわせて水
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素還元製鉄、鉄鋼石の電気分解、CCUSなどの革新的技術、および電解装置の効率向上には、積極的

な研究開発、資源投入が必要であるとしている59。 

その後政府は、2024 年 3 月エネルギー集約型産業の脱炭素化を目的とした「産業実証プログラ

ム」として 33の実証プロジェクトに対し最大 60億ドルを拠出することを発表した。そのうち鉄鋼

関連では 6つのプロジェクト、総額約 15億ドルが対象として選定された60。 

次に米国鉄鋼業全体の現状の生産プロセス、および CO2排出状況を整理する。 

米国の 2024年の粗鋼生産量は 80百万 tである。その内訳を鉄鋼メーカー別でみると電炉、いわ

ゆるミニミルメーカーのニューコアの 21 百万 t が最も大きく、次に高炉および電炉メーカーのク

リーブランド・クリフス 16 百万 t、U.S.スチール 14 百万 t と続き、上位 3 社で粗鋼生産量全体の

約 2/3 を占めている61。米国は、近代鉄鋼業の歴史が古く鋼材保有量、蓄積量が多分にあり、スク

ラップ－電炉法での製造に適しており、かつ需要家の製造拠点に近接し顧客の求める鋼材を適時適

切に供給できるミニミルが発展してきた。結果、電炉法による生産は拡大し全体の 7割を超える粗

鋼生産規模を占めるに至り、相対的に高炉－転炉法による生産は縮小し米国内での高炉メーカーは

クリーブランド・クリフスと U.S.スチールの 2社のみとなった62。 

このように米国鉄鋼業は主要先進国のなかでも電炉化が進んでいることもあり、粗鋼生産量 t当

たりの CO2排出量が中国、インドはもとより日本、EUに比べても少なく、既に 1tを下回っている。

また、エネルギー使用割合においても CO2 排出量が比較的少ない天然ガス（主成分メタン（CH4））

が 37％と最も多く、従来型の高炉－転炉法で還元材として使用する石炭、コークス（C）は 30％に

留まっており、このことからも電炉化にともない低炭素化が進んでいることがわかる63。 

続いて主要鉄鋼メーカーの生産体制、CO2 排出状況と低・脱炭素化の取組み、および最先端技術

の開発状況を整理、考察する。 

まずニューコアであるが、生産体制として電炉、ミニミルの製鉄所を 26 箇所保有しており（含

むメキシコ）、年間生産能力は鋼板ミル 6箇所で 14.6百万 t、棒鋼ミル 15 箇所で 9.6百万 t、厚板

ミル 3箇所で 3.6百万 t、構造用鋼ミル 2箇所で 3.3百万 t、あわせて約 31 百万 tの規模を有して

いる。加えて、高級鋼材製造に必要な原料となる還元鉄製造拠点もルイジアナ州およびトリニダー

ド・トバゴに保有している64（2024年）。 

CO2 排出の状況は、主な生産プロセスがスクラップ－電炉法であるため、熱延鋼板生産 t 当たり

CO2 排出量は 0.76t（含む電力間接排出および原料製造時排出）であり、世界の鉄鋼業平均 1.92t、

世界の高炉法平均 2.32tに比べ大幅に下まわっている65(2024年)。低・脱炭素化については、取組

みの対象範囲を外部原材料調達、輸送に広げ、熱延鋼板生産 t 当たり温室効果ガス排出量を 2030

年で約 10％削減することを中間目標とし、2050 年には約 90％削減、ニア・カーボンニュートラル

の実現を目指している66（2023年比）。 

今後の対応として、生産工程においては電炉の低炭素操業、再加熱炉の効率化等、省エネによる

低炭素化に取組む。また、CCS への対応として、エクソンモービルと年間最大 80 万 t の CO2 回収、

貯留に関する契約を締結し、2026年よりルイジアナ州での還元鉄製造、天然ガス直接還元炉から発

生する CO2をパイプラインで輸送し貯留を開始する。加えて、電力間接排出による CO2排出量削減

のため、再生可能エネルギー電源の電力購入契約を締結するとともに、核融合発電に関するスター

トアップ企業であるヘリオンへ投資し核融合、核分裂技術に基づく先進的な核融合発電所より 500



 
 

 

 

8 

百万ワットの電力供給を受けるべくプロジェクトを推進している67。 

次にクリーブランド・クリフスであるが、生産体制として製鉄所を 11 箇所保有しており（含む

カナダ）、年間生産能力は高炉 8 基 7 箇所で 21.6 百万 t、電炉 5 基 4 箇所で 1.4 百万 t、あわせて

23百万 tの規模を有している。生産能力に占める高炉－転炉法比率は 94％である。加えて、高炉、

転炉および電炉での原料となる還元鉄製造拠点もオハイオ州に保有している68（2024 年）。また、

2025年 5月には、生産能力を維持しつつ生産効率の向上、コスト削減を図るべく、ミシガン州ディ

アボーン製鉄所の高炉を休止し、オハイオ州クリーブランド製鉄所の第 6高炉を再稼働することを

公表した69。 

CO2 排出の状況は、主な生産プロセスが高炉－転炉法であるため、粗鋼生産 t 当たりの CO2排出

量は 1.94t（含む電力間接排出および原料製造時排出）であり、ニューコアより比較劣位である70

（2024 年）。低・脱炭素化については、高炉において高品位原料であるペレットや天然ガスを使用

することなどにより低炭素化を進め、温室効果ガス排出量を 2030年 25％削減（2017年比）とした

当初目標を 2023 年に前倒しに達成した。その後、取組みの対象範囲を上流工程の原材料調達にま

で広げ、粗鋼生産 t 当たり温室効果ガス排出量を 2035 年で約 30％削減することを中間目標とし、

2050年でのニア・カーボンニュートラルの実現を目指している71（2023年比）。 

今後の対応として、高炉法の生産プロセスにおいては 2024 年にはインディアナ州バーンズハー

バー製鉄所の第 7高炉で実機への水素吹込み試験を行い、高炉水素活用の実用化に向けた取組みを

進めている。また、水素還元製鉄の導入に向け、前述の政府による「産業実証プログラム」として

5 億ドルの補助金を受け、オハイオ州ミドルタウン製鉄所の高炉１基を水素置換可能な直接還元炉

と電炉 2基の生産プロセスに転換し溶銑製造時の CO2削減を図るプロジェクトを推進している。一

方、電炉法の生産プロセスにおいては、同様に「産業実証プログラム」として 7,500万ドルの政府

補助金を受け、ペンシルバニア州バトラー製鉄所の電磁鋼板製造用の再加熱炉の燃料を天然ガスか

ら電化し温室効果ガスの直接排出を削減する対応を図っている72。 

次に U.S.スチールであるが、生産体制として製鉄所を国内に 5 箇所保有しており年間生産能力

は高炉 8基 3箇所で 13.2 百万 t（うち 2基１箇所 2.8百万 tは休止中）、電炉 5基 2箇所で 7.2百

万 t、あわせて約 20百万 tの規模を有している。その他、スロバキアにおいてコシツェ製鉄所を保

有し生産能力は高炉 3基、年間 5.0百万 tである73（2024年）。 

CO2 排出の状況は、国内拠点での粗鋼生産 t 当たり CO2 排出量は 1.82t（含む電力間接排出）で

あり、クリーブランド・クリフスと同水準である74(2023年)。低・脱炭素化については、粗鋼生産

t 当たり温室効果ガス排出量を 2030 年で 20％削減することを中間目標とし、2050年でのカーボン

ニュートラルの実現を目指している75（2018年比）。 

U.S.スチールは、これまで生産状況に応じ設備集約によるコスト競争力の強化とともに電炉の拡

大を図り、主に生産プロセス転換、変更による低炭素化を行ってきた。まず電炉については、アラ

バマ州フェアフィールド製鉄所では 2015 年に高炉を廃止、2020 年に年産 90 万 t の電炉を新設し

た。また、アーカンソー州では電炉、ミニミルのビッグリバースチールを 2019 年に買収、2021 年

に完全子会社化し電炉 2基、年産 330万 tの能力を確保し、その後電炉 2基、年産 300万 t規模の

ビッグリバースチール 2を建設、設備投資し 2024年 10月には生産を開始した。他方、高炉につい

ては、ミシガン州グレートレイクス製鉄所の高炉 3 基を 2021 年、22 年に廃止し、イリノイ州グラ
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ナイトシティ製鉄所の高炉 2基を 2023年 11月より無期限休止とした。この結果、稼働高炉はイン

ディアナ州ゲイリー製鉄所の高炉 4基、年産 750万 tとペンシルバニア州モンバレー製鉄所の高炉

2基、年産 290万 tに集約された。 

この対応により稼働設備の生産能力に占める電炉比率は約 40%となった。電炉、ミニミルでは従

来の高炉－転炉法に比べ鋼材当たり約 70～80％の温室効果ガス排出量の削減効果があるため、こ

れら生産プロセス構成の変更を推進することにより低炭素化は進展した。結果、2023年には温室効

果ガス排出量 19.6％削減（2018年比）を実現し、中間目標を概ね達成することとなった76。 

今後の対応として、電炉法、ミニミルのビッグリバースチール製鉄所では、再生可能エネルギー、

太陽光発電の電力を最大 250百万ワット受電し、電力間接排出による CO2 排出量の削減を図る。一

方、高炉法の製鉄所では、政府や環境技術を持つ企業と連携し、CCUSに向けた取組みを進めている。

モンバレー製鉄所では CO2 回収の研究開発を、ゲイリー製鉄所では 2026 年より発生 CO2 を年間最

大 5 万 t 回収し石灰石（CaCO3）化する対応を図っている。また、還元材の炭素から水素への置換

について、カーネギーメロン大学と提携し水素直接還元法の技術レベルの向上を図っている。加え

て、政府より 540万ドルの補助金を受けモルテン・インダストリーズと共同で天然ガス等のメタン

（CH4）を熱分解し黒鉛（C）と水素を精製し、その水素を還元材として直接還元炉で還元鉄を製造

する実証実験を開始している。あわせて精製した水素の高炉活用も企図している77。 

 このような主要メーカーの低・脱炭素化の取組みに加え、海外企業を支援し国内での水素還元製

鉄を推進する動きもある。政府は前述の「産業実証プログラム」において、水素還元製鉄に知見を

持つスウェーデンの鉄鋼メーカーSSAB による「水素燃料によるゼロエミッション製鉄プロジェク

ト」を 5 億ドルの補助金対象に選定した。2024 年 3 月の選定時、SSAB は政府補助金を受けアイオ

ワ州に水素による直接還元鉄製造技術に基づく世界初の商業規模の製鉄所を建設し、水素活用によ

り製造工程での CO2排出量を 81％削減することを計画していた78。しかしながら、その後政府は本

プロジェクトに関し SSAB への資金提供の交渉が進まなくなったと公表しており79、その動向を注視

する必要がある。 

更に米国においては、最先端技術の製鉄法、溶融酸化物電解法の商業生産に向けた開発を行っている。

溶融酸化物電解とは、酸化物原料から液体状態の金属を直接製造する電気冶金技術である。これによる

製鉄法とは、還元材である炭素や水素を用いることなく、鉄鉱石を直接電気分解し鉄を溶出する、画期

的な製造法である。 

本技術による製鉄法は 1980 年代後半には考案されていたが、陽極にあたるアノード材料が高価なイ

リジウムに限られ商用化は不可能とされていた。これに対し 2010 年マサチューセッツ工科大学のドナ

ルド・サドウェイ教授とアントワーヌ・アラノア教授は金属不活性陽極の実験室規模での実証を行い、

研究結果を 2013年 Nature 誌に「溶融酸化物電解における酸素発生のための新しい陽極材料」として発

表した80。これによるとイリジウムに比べ安価なクロムベース合金のアノード材料であれば高熱や腐食

に耐えうるとのことである。同年、本研究を基にマサチューセッツ州にボストン・メタルが設立され、

研究開発は進められた。具体的な製鉄法は、電解槽内の鉄鉱石を含む電解液に不活性陽極を浸漬、通電

する。1600℃に達すると電子が鉄鉱石中の酸化鉄（Fe2O3）の結合を切断し、鉄と酸素に分解する。槽の

底部から溶けた鉄を上部から酸素を採取する（Fe2O3＋e-→Fe＋O2）。ボストン・メタルでは、商用化に

向け 2025 年 3 月産業用電解槽での試運転に成功し、2026 年までに技術実証プラントを稼働させる予定
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である81。 

並行して、コロラド州ではスタートアップ企業として 2020年エレクトラが設立された。同社は、低品

位鉄鉱石を酸性溶液に溶解、その後溶解液を低温下で電気分解し鉄を精製する技術を研究開発している。

同社の技術は、ボストン・メタルと違い低温、60℃での電解であることに特徴がある。原料は低品位鉄

鉱石の使用も可能であり省資源、かつ低温電解であり使用電力も少なく、最も環境に優しい製鉄法の一

つといえる82。また、同社が製造する鉄プレートは電炉用原料として使用できることもあり、国内鉄鋼

メーカーではニューコアが同社に投資を行っている83。 

これら溶融酸化物電解法については、現在商用化にまでは至っていない生産プロセスであるが、政府

の「産業部門脱炭素化ロードマップ」に基づき積極的な研究開発、資源投入が行われるとそう遠くない

将来に実用化される可能性がある。この生産プロセスが鉄鋼生産の主流となった場合、鉄鋼業における

脱炭素化が実現することはもとより、多量の使用が見込まれている水素や発生する CO2への CCS対応も

不要となる。加えて、従来型の炭素還元製鉄では転炉での精錬等で酸素を使用していたが、本生産プロ

セスへの転換において、酸素は不要となるに留まらず副産物として回収されることとなる。製鉄所とし

ては、新たに酸素の回収、利用への対応が必要となり、設備レイアウトの大幅な変更も余儀なくされる。

このように溶融酸化物電解法への生産プロセスの転換は、鉄鋼業の低・脱炭素化対応の影響が大きく、

今後の研究開発状況の動向について注視する必要がある。 

 

４. 日本製鉄と U.S.スチールのシナジー効果 

前述の日米鉄鋼業の低・脱炭素化の取組みを踏まえつつ、日本製鉄、U.S.スチール両社の低・脱

炭素化の革新技術開発の協業によるシナジー効果について考察する。 

まず、両社はともにカーボンニュートラルの目標時期を 2050 年と定めている。また、これに向

けた生産プロセス構成についても、電炉と高炉の水素活用および水素直接還元炉への転換を企図し

ており、両社の目指すべき姿も一致している。他方、米国の競合他社であるニューコアおよびクリ

ーブランド・クリフスの 2050 年の目標はあくまでニア・カーボンニュートラルである。また、将

来目指している生産プロセス構成もニューコアは電炉に特化、クリーブランド・クリフスは主に高

炉の水素活用および水素直接還元炉への転換としており、これらの併存を図る日本製鉄、U.S.スチ

ール両社とは一致していない。日本製鉄、U.S.スチール両社は、目指すべき生産プロセス構成が一

致しており、低・脱炭素化の推進に際し、不要な経営資源の整理、いわゆる「選択」することなく、

この対応に経営資源を「集中」することができる。 

次に両社の低・脱炭素化の取組みにおける具体的なシナジー効果であるが、日本製鉄がその対応

として掲げる「大型電炉での高級鋼製造」、「高炉水素還元」、「水素による還元鉄製造」、それぞれの

対応について考察する。 

第一に「大型電炉での高級鋼製造」への対応であるが、U.S.スチールは既にミニミルであるビッ

グリバースチール製鉄所で 2024 年より電炉 4 基、年産 630 万 t の生産体制を構築し、高級鋼材で

ある電磁鋼板、メッキ製品も製造している84。日本製鉄にとってビックリバースチール製鉄所での

設備、操業の知見は、今後の九州製鉄所八幡地区での電炉転換、更なる瀬戸内製鉄所広畑地区、山

口製鉄所周南地区での電炉増強、再稼働の対応85において非常に有用であろう。また、ビッグリバ

ースチール製鉄所では太陽光発電の電力を受電する。日本製鉄では気候変動に出力が左右される再



 
 

 

 

11 

生エネルギー電源に基づく電炉操業の知見も得られることが見込まれる。他方、日本製鉄は 2022年

より瀬戸内製鉄所広畑地区で世界初の電炉一貫での最高級電磁鋼板の商業生産を行っている86。U.S.

スチールにとってもこの知見、特許使用は、ビッグリバースチール製鉄所での高級鋼製造の更なる

高付加価値化、競争力強化に資すると推察される。 

第二に「高炉水素還元」への対応であるが、日本製鉄は高炉での水素活用において CO2 排出量

43％削減（既存炭素還元製鉄比）を試験炉にて実現している。43％の CO2排出量の削減率は国内外

で開示されている値を大きく上回っており、高炉水素還元技術における世界のトップランナーであ

る。一方、U.S スチールはモルテン・インダストリーズとの共同開発による天然ガス精製水素の高

炉活用を企図しているが、競合他社のクリーブランド・クリフスが既に高炉実機への水素吹き込み

を開始しており、この技術においてクリーブランド・クリフスの後塵を拝している。U.S スチール

にとって日本製鉄の高炉水素還元技術の導入は、既存高炉での低炭素化を一気に加速することとな

ろう。他方、日本製鉄は必要な水素供給の目処を得ておらず、U.S.スチールの取組む天然ガス由来

の水素、および黒鉛精製技術は、この課題解決の一助となる可能性がある。 

また、米国では鉄鋼製品への関税引上げにより、今後鋼材輸入量の減少が見込まれる。これに対

し米国鉄鋼メーカーは鋼材供給量の増加、増産が必要となり、U.S.スチールも現在休止中の高炉 2

基の再稼働もありうる状況にある。更に U.S.スチールは、主要需要家である米国自動車メーカーよ

り、欧州等への海外販売の促進に際し、低炭素、脱炭素の鋼材供給を求められることも想定される。

U.S.スチールがこの要望に応えるには、いち早く日本製鉄の高炉水素還元技術を導入することが最

も効果的といえるだろう。 

加えて、高炉水素活用において止む無く発生する CO2 への CCUS 対応についても、日本製鉄は日

本政府が推進する「先進的 CCS事業」に参画しており、CCSに関する知見の蓄積が見込まれている。

また、その一環として CO2 分離・回収技術に関し、日本製鉄は傘下の日鉄エンジニアリング㈱が開

発した従来の汎用技術(モノエタノールアミン溶液による化学吸収法)に比べ CO2回収量 3割増、熱

消費量 4割以上削減できる省エネ型 CO2回収設備を北日本製鉄所室蘭地区で既に実装しており、併

せて東日本製鉄所君津地区では高炉水素活用の実用化に向けた導入前性能評価も行っている87。他

方、U.S.スチールはゲイリー製鉄所で 2026年より CCU（Carbon Capture and Utilization:CO2回

収・利用）として CO2の石灰石化の対応を開始する。これら両社の知見を融合することにより、よ

り効率的、効果的な CCUS の対応が図られることとなろう。 

第三に「水素による還元鉄製造」への対応であるが、日本製鉄は高炉を水素直接還元炉と大型電

気溶融炉（メルター）に転換する取組みを進めている。これに対し米国競合他社であるクリーブラ

ンド・クリフスは、既存高炉をまず天然ガス直接還元炉と電炉 2基に転換し、その後直接還元炉の

還元材を天然ガスから水素へ置換する対応を進めている。日本製鉄の水素直接還元炉の技術開発は、

これから試験炉による実証試験に入る段階であり、一見するとクリーブランド・クリフスに比べ対

応が遅れているようにも見受けられる。しかしながら、日本製鉄は海外事業において既に水素置換

可能な天然ガス直接還元炉である MIDREX の操業知見を有しながらも、同設備の導入ではなく自社

独自での水素直接還元炉の開発を進めている。これは既存の MIDREX を凌駕する更なる高みを目指

した開発を推進しているものと推測され、結実の際にはより効率的な生産プロセスの実用化が見込

まれる。あわせて還元鉄の溶融工程も単なる既存電炉への転換ではなく、高炉同様の生産性を維持
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すべく、連続操業可能な大型電気溶融炉（メルター）の開発にも取組んでいる。 

一方、U.S.スチールはカーネギーメロン大学と水素直接還元に関する共同研究を行っている段階

であり、実用化には相当な時間を要することが見込まれる。U.S スチールにとって競合他社である

クリーブランド・クリフスとの技術開発競争を行うには、日本製鉄からの水素直接還元技術の移転

がその基盤となろう。また、米国政府としてもスウェーデンの鉄鋼メーカーSSABの水素還元製鉄プ

ロジェクトを補助金対象として選定した経緯からも、自国内において水素還元製鉄の実現に向けた

企業間の技術開発競争は望ましいと考えているものと推察される。 

このように電炉化、高炉水素活用および CCUS への対応について、両社は相互補完的な技術開発

を企図しており、十分なシナジー効果が見込まれることがわかる。また、水素還元製鉄は日本製鉄

も依然として基礎研究段階であり、これから両社により新技術の開発を行う、まさに経営資源の「集

中」効果が発揮される領域であるといえよう。これらのことから低・脱炭素化の対応において、日

本製鉄と U.S.スチールのパートナーシップは、双方協業によるメリットを享受できる互恵関係に

あり、両社の経営資源を損なうことなく最大限有効活用することが可能であり、これ以降無駄のな

い効率的な技術開発活動が推進されることが想定される。 

 

５. おわりに 

日米鉄鋼業の低・脱炭素化の取組みについて、大手鉄鋼メーカーである日本の高炉 3社、米国の

ニューコア、クリーブランド・クリフス、U.S.スチールは、各社の目指すべき生産プロセスの違い

により経営資源投入の軽重について跛行性はあるものの、いずれも電炉化推進、高炉水素活用と

CCUS 対応および水素還元製鉄の導入への対応に取組んでおり、日本製鉄と U.S.スチールのパート

ナーシップの今後も含めその動向を注視する必要がある。 

現状、米国は第二次トランプ政権下においてパリ協定からの再離脱等の政策により、米国の低・

脱炭素化の進展が鈍化するとの見方もあるが、長期的にみれば政権交代による政策変更等により、

再度低・脱炭素化の対応が加速する可能性も否定できない。加えて、鉄鋼メーカーにおける低・脱

炭素化への研究開発、実用化および設備実装は、経営資源を集中的、かつ長期継続的に投入する必

要があり、また各国同業他社がその対応に鎬を削っている現状に鑑み、ここ数年での対応の足踏み

は致命的になりかねない。よって、米国の各大手鉄鋼メーカーは政策如何によって低・脱炭素化の

対応の手綱を緩めることにはならないものと推察される。 

また、米国鉄鋼業の低・脱炭素化の技術開発においては、最先端技術である溶融酸化物電解法が

2025 年ついに実験段階を終え 2026 年には実証試験段階となる。本製鉄法の実用化に向けた動向に

ついては特に注視する必要がある。溶融酸化物電解法は、有史以来の炭素還元製鉄から水素還元製

鉄への転換を更に超え、自然界にある鉄鉱石を直接電気分解する製鉄法であり還元材自体も不要と

なり、この製鉄法の実用化、普及の状況によっては各国の水素戦略や CCS対応にも影響を及ぼすこ

とが想定される。 
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